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土木森林環境委員会会議録 

 

 

日時       令和２年３月６日（金）     開会時間 午前１０時００分 

閉会時間 午後 １時５２分 

 

場所       委員会室棟 第４委員会室  

 
委員出席者    委 員 長  宮本 秀憲 

副委員長  市川 正末 

委  員  望月  勝  白壁 賢一  大柴 邦彦  遠藤  浩 

   土橋  亨  藤本 好彦  鷹野 一雄 

 
委員欠席者    なし  

 
説明のため出席した者  

森林環境部長 丹澤 尚人  林務長 島田 欣也 
  森林環境部次長 山本 盛次  森林環境部次長 保坂 陽一  
  森林環境部技監 金子 景一  

森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 増田 義昭 
  森林環境総務課長 前島 斉  大気水質保全課長 渡辺 延春  
  環境整備課長 河西 博志  みどり自然課長 関 尚史 
  林業振興課長 鷹野 裕司  県有林課長 斉藤 直紀 

治山林道課長 山田 秋津  

 
議題   
（付託案件） 
 第１９号  山梨県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例中改正の件 
 第４４号  林道事業施行に伴う市町村負担の件 

 
（調査依頼案件） 
 第２７号  令和２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員会関係の

もの及び第３条債務負担行為中土木森林環境委員会関係のもの 
 第２８号  令和２年度山梨県恩賜県有財産特別会計予算 
 第３５号  令和２年度山梨県林業・木材産業改善資金特別会計予算 

 
審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定し、調査

依頼案件については、いずれも原案に賛成すべきものと決定した。 

 
会議の概要   まず、委員会の審査順序について、森林環境部・県土整備部の順により行う

こととし、午前１０時０１分から午後１時５２分まで森林環境部関係（途中、

午前１１時５１分から午後１時３０分まで休憩をはさんだ）の審査を行った。 
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主な質疑等  森林環境部関係  

 
※調査依頼案件  

 
※第２７号  令和２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員会関係

のもの及び第３条債務負担行為中土木森林環境委員会関係のもの  

 
質疑 

（やまなし「水」ブランドプロモーション事業費について） 

遠藤委員  まず３ページです。水政策ビジョン推進事業費についてお尋ねいたします。

（１）のマル新でありますが、水のブランドプロモーション事業ということで

ありますけれども、山梨の水の魅力を発信するということに対して、非常に重

要な部分だなと思っています。今年度、水のＰＲとして、新聞広告を出して、

それが全国紙のアワードで入賞されたということもあったように記憶している

んですが、今回、この事業はどんな内容でやるのかお伺いをいたします。 

 

前島森林環境総務課長 この事業につきましては、本県の水のよさを評価いたしまして、県内

で事業活動を行っている企業の経営者と知事が対談をいたしまして、その内容

とともに地場産品や観光地を経済雑誌に掲載いたしまして、本県の水の魅力を

広くＰＲする事業でございます。 

 

遠藤委員  事業内容は経営者と知事の対談を経済雑誌に出すということですが、その経

済雑誌がどういう雑誌なのか。また、対談内容がどんな内容なのか。 

 

前島森林環境総務課長 経済雑誌につきましては、まだ、決定ではございませんけれども、候

補といたしまして「プレジデント」「日経ビジネス」「週刊ダイヤモンド」など

が候補になっております。 

  もう一つ、どのようなＰＲをということでございますが、まずは企業立地を

している経営者との対談でございますので、企業立地の決め手となった水のよ

さ、水から生まれる商品、東京から近く観光地としても魅力がある、そして移

住先としてもすぐれている、こういったことをＰＲしてまいりたいと考えてい

ます。 

 

遠藤委員    企業は、観光から製造などいろいろな業種にわたると思いますが、どの規模、

どのくらいの人数、企業側の対象者を想定しているんでしょう。 

 

前島森林環境総務課長 企業名はまだどこの企業ということを検討しておりませんが、やはり、

こういったＰＲにつきましては、非常に知名度のある企業ということと、山梨

にゆかりのある企業ということがございますので、そういった点を踏まえまし

て決定してまいりたいと考えております。 

 

遠藤委員  水は全ての原点だと思います。農業から産業など、いろんな分野に波及する

と思うので、より幅広い観点からＰＲしていただきたいと思います。 
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（シカ食害対策のための調査研究について） 

        それからもう一つ、その下にあります鹿の食害対策ということですが、何年

か前に簡易水道の取水するところに動物の死骸があって、水質が悪いところも

あるという話を聞いたことがあります。こういったことを防止するための研究

ということですが、現状はどうなっているのか、お願いいたします。 

 

前島森林環境総務課長 当該事業につきましては、捕獲したニホンジカにＧＰＳをつけたり、

ドローンで上空から捜索するということで、ニホンジカがいつ、どこに、何度

出るかという行動のパターンを把握いたしまして、効率的な捕獲につなげると

いうことでございます。 

        この事業につきましては、今年度から５年間実施するものでございますので、

現在はニホンジカにＧＰＳをつけて行動パターンを研究しているという段階で

ございます。 

 

遠藤委員  もう一つは、今の被害状況というんですかね、こんなことがありましたとい

ったことがわかっていればお願いします。 

 

前島森林環境総務課長 鹿の被害につきましては、下草を食べてしまうということ、あと芽を

食べてしまうということで、特に下草を食べてしまいますと、どうしても地肌

が露出してしまいます。そこから大雨等が降ると土砂が流れてしまうというこ

とがございまして、やはり水源涵養にとっては非常に悪い状況になります。そ

ういった現状がございます。 

 

（おもてなし森林景観創出事業費について） 

遠藤委員  わかりました。 

        次に、３４ページのおもてなし森林景観創出事業ですが、これは登山者とか

旅行者に対する事業ということですけれども、事業内容としては支障木の伐採、

看板・ベンチの設定ということですが、この事業をすることによって、登山者

や旅行者に対してどういう効果があるのか、何か具体的にわかればお願いしま

す。 

  

斉藤県有林課長 県内を訪れる観光客が、総数で申しますと、平成２５年の２,９６７万８,０

００人から平成３０年の３,５６８万人とふえております。一概にこの事業を

やっているから総数がふえているわけではございませんけれども、調査の中で

アンケートをとりますと、自然を楽しむという意見が平成２５年度から３３.

６％、さらに平成３０年は４９.８％とふえておりますので、利用客にとって

自然に親しむ機会がふえていることが実績としてあらわれていると思われます。 

 

遠藤委員    実績が数字として出てきているということでありますけれども、今回、場所

はどのようなところを想定しているのか、お伺いいたします。 

 

斉藤県有林課長  今年度につきましては、６カ所予定してございます。まず、精進ケ滝の遊

歩道沿いの展望スペース。夜叉神峠の歩道。南アルプス市の両俣の大樺沢のつ

り橋付近。中央市のたいら山の山頂。早川町の七面山登山道。もう一つは富士

川町の櫛形山登山道でございます。いずれも眺望伐採であり、ベンチ等を設置
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する箇所もございます。 

 

遠藤委員    その選定理由ですけれども、観光の所管部局とやりとりがあって決めたのか。

今後のこともあるのですけれども、今後どのような場所を選んでいくのか。 

 

斉藤県有林課長 この事業につきましては、まず市町村等に要望箇所を照会しております。そ

れに基づきまして、観光部と連携しておりまして、自然保護の分野や観光分野

の専門家で構成しております、選定会議というものがございます。その選定会

議におきまして、事業箇所の選定を行っているところでございますけれど、引

き続き、市町村等に要望を上げていただいて、選定会議の意見を聞きながら、

よりよい適性の場所を選定し、県外の皆様や観光客の皆さんに、森林の景観を

楽しめる機会や場所をつくっていきたいと考えているところでございます。 

 
遠藤委員    自然の魅力だけではなくて、おもてなし。よその地域に行って思うんですけ

れども、観光客の訪れるところでは、比較的周りをきれいにしているという部

分があって、やはり人が行くところというのはそれなりの受け入れ体制があっ

てということだと思うので、この事業は非常に有効だと思います。今後とも引

き続きお願いしたいと思います。 

 
（ツキノワグマ生息数モニタリング調査費について） 

藤本委員    森の２１ページの、ツキノワグマ生息数のモニタリング調査についてお伺い

します。県のホームページにも載っていたんですけど、令和元年度のツキノワ

グマの目撃件数というのが、記録が残る平成１８年以降では、過去最高となる

２０５件を記録しているということですが、一方で、生息数の減少が県民から

大変危惧されているということを伺っています。そこで、県ではこのツキノワ

グマ保護管理指針を策定して、地域個体群の将来にわたっての存続と、人間と

のあつれきの軽減の両立ということを目指しているようですけど、まず、本県

におけるツキノワグマの生息実態、それと出没目撃情報の推移がここのところ

どうなっているのか、お伺いします。 

 
関みどり自然課長 まず、生息の実態でございますけれども、直近で生息数のモニタリングを

調査しましたのが、平成２３年度から平成２４年度にかけてでした。そのとき

の数字では全県で推定生息数は７２３頭と推定されております。 
        県内の箇所ごとの内訳ですけれども、富士山丹沢山系で２００頭、関東山地、

主に県東北部ですけれども、こちらで２９５頭、西部・南アルプス付近で２２

８頭という状況でした。  
最近の目撃件数ですけれども、本年度につきましては委員から御指摘のあり

ました２０５件ですけれども、昨年度は１０９件、平成２９年度は１２２件、

平成２８年度は１２３件となってございまして、本年度、過去最高を更新して

おるんですけれども、それまでの最高値は平成２４年度の１９９件というのが

最も多い目撃件数でございました。 

 
藤本委員    熊というのは、私も地元では聞いたことはあるんですけど、こういった公の

数値というのはなかなか今まで出てこなかったと思うんです。 
        報道によりますと、ことしの特徴として例年に比べて民家に近い町なかでの
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目撃情報がふえているということですが、それにはいろんな遊休地ですとか、

耕作放棄地ですとか、残っている果物とか、いろいろあると思うんですが、ツ

キノワグマは子熊だけで見かけるということはまずないと思うんですね。大き

な個体を目撃するということがふえていると思うんですが、大型の野生獣であ

るために人身への被害というのがとても気がかりになってくると思います。町

なかに出没する理由、それと、これまでの本県の中で熊による人身への被害が

どうなっているのか、お聞かせください。 

 
関みどり自然課長 まず、人身への被害の状況ですけれども、記録が残っておりますのが平成

１２年度以降、２０年間になりますけども、こちらで合計４８件ございました。

そのうち、死亡事故については、平成１２年に市川大門町内で１件起こってお

ります。ちなみに、令和元年度は２件の人身被害がございまして、５月に都留

市、１０月に北杜市で起こっております。 
        また、人里におりてくる理由でございますけれども、従来からの森林総合研

究所の研究によりますと、いわゆるブナやミズナラのドングリ類の豊作・凶作

が１年周期で起こり、ドングリがとれない年は比較的里山におりてきやすいと

いう研究がなされています。本年度は、ドングリ類は凶作だったという状況で

ございます。 
        あと、委員御指摘のとおり、山地の餌が少なくなったからおりてくるという

ことに加えまして、過疎化に伴いまして、例えば柿の木が残されていると、そ

の実が収穫されずにいる。そういったものを餌場として学習いたしまして、人

里に近づいてくるということがあるようでございます。 

 
藤本委員    人里への出没と死亡事例もあるということですけど、今後、県としてモニタ

リング調査を行うことによって、来年度の本県でのツキノワグマの生息数です

とか、分布状況を正確に把握することができると思うんです。この調査結果を

踏まえて、今後、ツキノワグマの個体の保護と管理にどのように取り組んでい

くのか、伺います。  

 
関みどり自然課長 現在、令和３年度までを管理期間とする保護管理指針を定めて取り組んで

おります。新しい指針は令和４年度から開始になりますので、令和３年度中に

は検討してまいるということになるかと思いますけれども、この次期保護管理

指針に反映して、専門家の意見も聞きながら策定をしてまいりたいと思ってい

ます。また、得られました推定生息数や分布などのデータにつきましては、県

のホームページで公開して県民に情報提供をしてまいりたいと思っております。 

 
藤本委員    ぜひ、保護と管理を適切に行っていただきたいと思います。これからも本県

の豊かな森にツキノワグマが暮らし続け、私たち人間と熊がともに共生するこ

とができるような環境が続きますよう、引き続き、県の柔軟な取り組みを期待

します。 

 
関みどり自然課長 ありがとうございます。単に捕獲ということに限らず、生息環境の整備、

藪の切り払いなども含めまして、人と熊が共存できるように配慮してまいりた

いと思います。 
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（甲斐の木づかい推進事業費補助金について）  
藤本委員    次に、森の３０ページの甲斐の木づかい推進事業費補助金についてお伺いし

ます。この事業は、説明によると、机と椅子の学校施設への導入に対し助成す

るとありますが、これまでの導入実績がどうなっているのか、お伺いします。 

 
鷹野林業振興課長 本事業を開始しましたのが平成２４年度からでございまして、本年度を含

めますこの８年間で、県内の小中学校など１７施設におきまして１ ,２７３組

の机、椅子の導入に対し助成したものでございます。 

 
藤本委員    １７施設、１ ,２７３組に助成ということで、事業が開始して継続事業で８

年目ということですが、この予算で、来年度、どのくらいの導入が予定されて

いるのかということと、もう一つ、補助する施設はどのように決定されている

のか、お聞かせください。  

 
鷹野林業振興課長 来年度につきましては、１６０組の導入に対して助成を予定しております。

施設の決定ですけれども、県内の市町村、学校法人、社会福祉法人など、広く

要望調査を行った上で、施設箇所、施設数について決定させていただいている

ところでございます。  

 
藤本委員    この事業で県産木材の利用に対する県民の理解を深めていくと思うんですけ

れど、日常生活の中でもっと身近にそういった県産の木材に触れ合うような環

境はとても大事だと思います。そこで県産木材に触れて親しむことができる環

境を整えていくことが必要だと思いますし、この事業により、児童や生徒の教

育環境に県産木材が取り入れられることは効果的だと考えます。県のほうでも

森林環境保全基金事業として、森林環境税を財源としてこの事業を行っている

ということですけど、基金事業は第２期計画に入っていると承知しております

が、本事業の計画の数量というのはどうなっているのか、わかれば教えてくだ

さい。 

 
鷹野林業振興課長 この事業につきましては、いわゆる県の森林環境税を財源としています、

森林環境保全基金事業を行っていまして、今、そちらは平成２９年から令和３

年を期間とする第２期となっています。その第２期の５年間の中で机、椅子に

ついて４７０組の導入に対して支援する計画となってございます。 

 
藤本委員    ４７０組の支援をするということで、この事業は特に教育現場だと思います

が、今後、県産木材の利用を教育現場以外にもさらに広げていくべきだと思い

ます。そのことについて、県ではどのように取り組んでいくのか、所見を伺い

ます。 

 
鷹野林業振興課長 この事業につきましては、県の森林環境税の事業の位置づけもございまし

て、児童生徒向けの森林や木材に対する意識を醸成するという目的となってお

りますが、森の３０ページの中ほどに県産材需要拡大推進事業費補助金という

ものがございまして、こちらのほうで幅広い分野への県産木材の利用促進に取

り組んでいるところでございます。 
        本年度は建物の外構の木塀などの開発に支援をしたところでございます。引
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き続き、来年度も需要者のニーズに応じた製品開発に取り組みます業者の皆さ

んに対して支援をしてまいりたいと考えております。 

 
藤木委員    ぜひ、今後も進めてもらいたいと思います。幅広い分野への県産木材への利

用が進んで、木の温かみのある環境が整備されますよう、引き続き、県の積極

的な取り組みを期待します。  

 
鷹野林業振興課長 県産木材利用促進条例ができた中で、ことし基本方針をつくっておりまし

て、幅広い分野への県産木材の利用に取り組むこととしておりますので、引き

続き努力してまいりたいと思います。 

 
（産業廃棄物最終処分場管理事業費について）  

土橋委員    森の１４ページ、産業廃棄物最終処分場管理事業費というところで、最終処

分場管理資金等貸付金というのが５億９ ,３２２万円出ていますよね。これは

どこの話ですか。 

 
河西環境整備課長 環境整備事業団のことになります。 

 
土橋委員    どこに対しての貸し付けですか。事業団はわかりますが、明野の処分をして

いるということですか。  

 
河西環境整備課長 この貸付金につきましては、明野の最終処分場の整備を行ったわけでござ

いますけれども、その際に事業団が主要銀行ですとか県からの貸付金を借りて、

整備の事業を行ってきたわけでございます。 
        しかしながら、最終的にごみの搬入量が少なかったとか、いろんな機械のふ

ぐあい等があったりして、思うような収益が得られなかったということになっ

てございます。そのために貸付金が残っているわけでございますが、この貸付

金につきましては、これまでに県が貸し付けてきた責任において、毎年毎年、

１年単位で貸し付けを行っているものでございます。それに加えて今も水処理

を行っているわけでございますので、その水処理等に要する経費について貸付

金を交付しているところでございます。 

 
土橋委員    これは５億９ ,３２２万円貸し付けるんだけど、無利子で１年以内というこ

とは返ってくるということですか。 

 
河西環境整備課長 毎年毎年の貸し付けでございまして、ただ、現在事業団につきましては、

明野の事業につきましては、ほぼ、収益がない状況でございますので、年度末

に主要銀行から資金を調達しまして、県に返済をして、また、新たな年度で県

からお金を借りるということを繰り返しているところでございます。  

 
土橋委員    普通の銀行から借りて、県に返して、また県から借りて、また借りて返して

って、これはいつまでやるつもりでいるんですか。 

 
河西環境整備課長 現在、明野の最終処分場につきましては、県が事業団に対して改革プラン

というものを策定して、経営の安定化、経営の改善等について、指導等を行っ
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ているところでございますが、その改革プランの中では、明野の処分場につい

ては、最終覆土を行ってから１０年ぐらいをめどに廃止を想定して考えている

ということで、最終的な収益等について計算を行っているところでございます。 
        ただ、１０年間というのは想定でございますが、現在、処分場から出る浸水

が、北杜市と締結している公害防止協定に基づく廃止基準に適合するかどうか

というところで、廃止ができるかどうかというのは課題になっておりますので、

そこの状況を注視しながら、いつ廃止できるかということを検討している段階

でございます。 

 
土橋委員    これはどこかの帳面に、今度返済をしてもらったという入金の処理もしてい

るということですよね、出すということは。で、また新たに貸しているという

ことですね。何か処分がうまくできる方法があるとしたら、こんなことをやっ

ている間に何か間違いでもあってもいけないから、ぱっと処分してしまったほ

うが今となればいいような気がするけど、そういう１０年をめどにということ

であれば致し方ないと思うけど、毎回、毎回、この金額が出てきているのが何

か、変な言い方をすれば、役所というのはと思って、こんな質問をさせてもら

いました。 

 
（東京都水道水源林における集中捕獲事業費について） 

市川副委員長  森の２１ページ、（３）なんですけど、これは甲州市のみの補助金ですか。  

 
関みどり自然課長 こちらの事業の内容につきましては、甲州市内の東京都水源林において、

県が管理捕獲を行っております。捕獲の主体につきましては、県猟友会、また

は認定事業者になるかと思いますけれども、県からそういった事業者に発注し

まして、その地域での管理捕獲を行った上で、東京都から負担金をいただくと

いう事業の内容になります。  

 
市川副委員長  甲州市の中に東京都の土地があるということですか。 

 
関みどり自然課長 おっしゃるとおりです。 

 
市川副委員長  丹波山村にはないのですか。  

 
関みどり自然課長 丹波山村にもあると承知しておりますけれども、まず、甲州市の中で初め

て、本年度試行的に、令和２年度から３年度にかけまして、２年間の協定を結

びまして、事業を始めたいと考えております。  

 
市川副委員長  丹波山村にも間違いなくあると思うんだけど、何で甲州市だけなのか。 

 
関みどり自然課長 東京都との協議の中で、まずそちらでやってみようということで合意に至

ったところです。 

 
市川副委員長  ２年間だから、次はそういったところも協議するということでいいですか。  

 
関みどり自然課長 今後の事業につきましては、また、ゼロベースで協議をさせていただきた
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いと思います。 

 
（特定鳥獣適正管理事業費補助金について） 

白壁委員    ２１ページ。これ２分の１になっているんだよね。これは２分の１だけもら

うことになっているのかな。それ収入かなんか出ていたかな。多分そうだよね。

と思うんだけど、これはどういうことで２分の１を決めたのか。本来であれば、

東京都に全部もらわないと。なんでこれは２分の１にしたのか。 

 
関みどり自然課長 そもそもが山梨県の事業ということもありまして、折半という形で考えて

おります。 

 
白壁委員    土地所有者は関係なくて、山梨県の中にある事業だから２分の１か。これは

土地所有者がやるべき事業ではないのか。 

 
関みどり自然課長 当然、その土地所有者という観点もあるんですけれども、所有者いかんに

かかわらず、民有地も含めまして、全域で山梨県と市町村が分担いたしまして

管理捕獲を行っているという事情がございまして、２分の１という形でお話を

させていただいたところです。  

 
白壁委員    多くとってもいいと思うんだけどな。これは、このあと丹波山とか向こうの

ほうも来るよね。多分、そういう方向で知事と打ち合わせしたのかな。そうな

ってくると、本来でやったらそっちが手をつけないところを我々が行ってやっ

てやるんだから、２分の１というのはなんだかなという感じがするね。 

 
（マイクロプラスチック等発生抑制対策事業費について） 

        ちょっと聞きたいんだけど、今回のこのマイクロプラスチックの関係の事業

が出ているんだけど、これは森の５ページ。このマイクロプラスチックという

のは、これは国の事業として３分の２ぐらいか、７５％ぐらい。で、あと県費

をこれだけ入れて、財産収入を１０万円。だけど、この財産収入というのは、

ごみの減量化リサイクルキャンペーンの前回のとほぼ同じなんで、この財産収

入って何だろう。この事業では、何をどういうふうにするんだろう。  

 
前島森林環境総務課長 まず、このマイクロプラスチック等発生抑制対策事業でございますけ

れども、これにつきましては、今、プラスチックごみ等の発生抑制対策計画を

策定しております。年度末には策定ということです。来年は初年度になります

ので、県民意識の向上を図るということで、県民大会を開催することとしたと

ころでございます。  
        財産収入につきましては、環境保全基金の利子収入を充てるということでご

ざいます。 

 
白壁委員    ということは、その利子収入というのは前年度分のこれの下のところが、継

続事業的にごみの減量・リサイクルキャンペーンをやっているから、それの部

分として考えて、その利子収入というか、果実運用というかその中に入れてい

ること。捉え方はそれでいいのかな。 
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前島森林環境総務課長 環境保全基金の利子収入につきましては、この事業だけではございま

せん。そのほかの環境関係のものについては充当しておりまして、特に今回、

１０万２ ,０００円でございますけれども、特に定額をここに入れているとい

うことではございません。  

 
白壁委員    そういう意味ではなくて、前回の、いわゆる今年度のところと新事業につい

てはその果実運用はしていないということだね。前回のところで見ているわけ

だから。ということでいいわけだね。 

 
前島森林環境総務課長 はい、そのとおりでございます。 

 
白壁委員    それは使えないんだね。それはもう使っていないということだね。 

 
（林業労働力対策費について）  

        次が２８ページ。ここで林業の従事者の拡大をということで、この事業は前

からずっとやっているよね。特に最近はもちろん林業従事者というのもあるん

だけど、例えば我々が委員会で県外調査に行ったときに、林業大学校みたいな

ものもあった。そこでは、東京都などから来ている学生、こういう人たちに県

内で就職してもらっている。高校生のインターシップをしたり。林業の成人の

従事者だけではなくて、そういったインターンシップ的なものをすごくやって

いる。こういうものも中にインクルードされているのかな。 

 
鷹野林業振興課長 森の２９ページでございますが、４の（１）「やまなしの林業魅力発信事

業」ということで、本年度からインターンシップを受け付ける事業者に対して

助成をして、そこは年齢にかかわらず県外からの方も受け入れるということで、

インターンシップを実施する事業者に対して助成する事業を、今年から開始し

たというところでございます。  

 
白壁委員    そういうところが重要だからね。このインターンシップをするのに、林業の

大学がないんだよね。森林県なのに。面積は狭くても、もとの分母の面積のパ

ーセンテージ的にいって森林県だという意味だけど、そのようにうたっている

限りは、やはり山梨県の中で、例えば県立には難しいのかな。そういった大学

とかそういうものを、農業はあるんだよ。なんで林業がない、そういったとこ

ろをしっかりつくっていくべきだと思う。そして、あとは高校などのインター

ンシップ。だけど、林業だけじゃない学校も学部もあるよね。そういったとこ

ろに広めていく。 
        あとは土木があるんだけど、土木はインターンシップがすごくある。危機的

な状況だと言っているから。林業も全く同じだと思う。そういうものを考えて

いったらいいと思う。どうですか。 

 
鷹野林業振興課長 委員おっしゃるとおり、担い手を確保するということが非常に厳しい状況

ということもございます。林業はことしから森林環境譲与税の配分など、新た

な制度も始まって、いよいよそれを担う従事者を確保、育成していかなければ

いけないという認識でおります。 
        ことしは、ちょうど今の２９ページの中ほどに、林業の担い手育成在り方検
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討事業費ということで、来年度に向けて林業の現状や山梨の現状を踏まえた中

で、確保、育成にどう取り組むべきかということを、専門家も交えた中で検討

してまいりたいと考えております。 

 
（富士山クリーンアップ事業費補助金について） 

白壁委員    お願いします。 
        あと１点、指摘しておきたいんだけど、森の１４ページ。このＮＰＯ法人と

は多分、富士山クラブだと思うんだけど、ほかのところは、例えば指定管理先

だとかそういったところをちゃんと明記してあるのに、ここだけＮＰＯ法人と

ある。今から山梨県中のそういった環境のＮＰＯ法人を集めて入札をするから、

ＮＰＯ法人に限ったところの入札だからＮＰＯ法人と書いたのかな。多分そう

ではないと思う。そうだと思うので、こういうところはちゃんとそのように明

記しておいたほうがいいと思う。 

 
河西環境整備課長 委員御指摘のとおり、この補助先につきましては、平成２４年度から富士

山クラブを指定して、毎年定額１００万円の補助金を実施しているものでござ

いますので、富士山クラブという格好で記載する方向で検討させていただきま

す。 

 
白壁委員    検討じゃないんだって、そうじゃないよ、富士山クラブだよ、ずっと。検討

ではないよ、これはもう。だったらほかのところも全部そういう書きかたをし

なきゃ。検討じゃない、そういう方向で修正するということだ。 

 
河西環境整備課長 委員御指摘のとおり、修正をさせていただきます。 

 
（マイクロプラスチック等発生抑制対策事業費について） 

前島森林環境総務課長 先ほど、白壁委員から御指摘のありましたことについて、私の答弁が

あやふやな部分がございましたので、ここで一度整理をさせていただきたいと

思います。 
森の５ページのマイクロプラスチック等発生抑制対策事業費、７４４万９ ,

０００円でございますけれども、委員のおっしゃったとおり、国補１０分の７、

５２１万４ ,０００円、これに県費が２２３万５ ,０００円ということで、７４

４万９ ,０００円でございます。 
        先ほどの財産収入、１０万２ ,０００円につきましては、その下のごみ減量

リサイクル推進キャンペーン事業費の１１０万２ ,０００円のうちの１０万２ ,
０００円が財産収入ということでこの財源になっているということでございま

す。残りの１００万円については経常経費でございますので県費ということで

ございます。 

 
（県産材利用啓発事業費について） 

望月（勝）委員 この県産材利用啓発事業費というのが３１ページにあるわけでございますが、

今回、新たに令和２年度でこういう事業をするということですが、去年の３月、

議員提案で県産木材利用促進条例ができたわけですけど、それに対してこうい

う新たな事業を進めるのか。これからどのような新たなものをつくっていくの

か。その辺をちょっとお伺いします。 
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鷹野林業振興課長 県産材の普及啓発につきましては、今までもいろんな場面を通じてやって

きたところですけれども、昨年３月、条例が制定されたところでございますし、

それを拡充する形で、今回、新たに予算化をさせていただいたところです。 

 
望月（勝）委員  Yamanashi ウッド・チェンジ・ネットワークといったものと連携しながら

今まで進めてきているのではないかと思うんですけど、その中で、このネット

ワークとは、具体的にはどのような活動をしているのか。県内外に向けてはど

のようにやっているか。その両面をお聞きしたいんですが。 

 
鷹野林業振興課長 今、委員御指摘のとおり、昨年１０月に林業木材産業関係団体や商工関係

団体と連携をしまして、Yamanashi ウッド・チェンジ・ネットワークを立ち上

げまして、県産木材が利用しやすいプラットフォームづくりに取り組んでいる

ところです。 
        ここでは、まず木造について防火や耐震への不安や、コストが高いなどのイ

メージを持たれている事業者の方がまだまだ多うございますので、特に店舗や

事務所といった住宅以外の木造化がなかなか進んでいかないという状況がござ

います。本ネットワークでは、木造建築に対する需要者サイドの意識をチェン

ジしてもらうといったシンポジウムを昨年１２月に立ち上げ、実施したところ

でございますし、運営委員会のほうで来年度からは、そういったシンポジウム

のほか、木造の優良事例の現地の見学会をするとか、設計技術者、設計者の方

に向けた木造の研修会などを行いながら、県産木材の普及促進に努めていきた

いと思っています。  

 
望月（勝）委員 昨年の１２月にはシンポジウムを開いたり、今後、そうした木材関係のやは

り経費も高くつくような状態の中で、耐火性とかいろいろ問題があると思うの

ですけど、そういうものについて、県として令和２年度はどのように進めてい

くのか、お伺いしたいのですが。 

 
鷹野林業振興課長 まず、木のよさや木材を利用する意義を学んでいただくためのシンポジウ

ムの開催をするほか、県産木材の製品を紹介するパンフレットを新たに作成し

まして、県産木材使用推進月間が１０月となっておりますので、１０月８日の

木の日のキャンペーンや、期間内に小瀬スポーツ公園で行われます、森林（も

り）のフェスティバルなどのイベントで、県産木材の利用に向けた普及啓発を

図ってまいりたいと思います。  
        先ほど、県外のことの説明を漏らしました。県外に向けては、ネットワーク

自体は県内の関連団体を中心に活動はしていこうとは思っていますけれども、

県外に向けては、東京圏に向けた製品開発の支援とか、あるいは森林環境譲与

税の関係で、都市部で木材を利用するということになっておりますので、東京

都や神奈川などの自治体に対して、山梨県の木材が使われるよう、働きかけて

まいりたいと考えております。  

 
望月（勝）委員 今、話にありました森林環境譲与税を活用した中で、隣県と連携をしながら、

山梨県の県産材の普及等に非常に力を入れていただけるのではないかと思いま

す。せっかく昨年３月に県産木材利用促進条例もつくっておりますから、ぜひ
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その辺も考慮しながら、しっかりとしたものを県内外に波及させていただきた

いと思います。 

 
鷹野林業振興課長 委員がおっしゃるとおり、条例の趣旨をきちんと政策に反映させていきま

すよう、県としても努めてまいりたいと考えております。 

 
 
討論     なし  

 
採決     全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 
 
 
※第２８号  令和２年度山梨県恩賜県有財産特別会計予算  

 
質疑     なし  

 
討論     なし  

 
採決     全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 
 
 
※第３５号  令和２年度山梨県林業・木材産業改善資金特別会計予算  

 
質疑     なし  

 
討論     なし  

 
採決     全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 
 
 
※付託案件  

 
※第１９号  山梨県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例中改正の件  

 
質疑     なし  

 
討論     なし  

 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  
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※第４４号  林道事業施行に伴う市町村負担の件  

 
質疑 
 

市川副委員長 北線はもう前年度で終わったということですか。 

 

山田治山林道課長 北線につきましては繰り越し工事となっておりまして、完成は来年度にな

ります。 

 

市川副委員長 入札不調になったと聞いたんですけど。 

 

山田治山林道課長 最初は入札不調がありました。３月４日か、日ははっきりとしませんが、

落札になっております。 

 
 
討論     なし  

 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  
 

 

 

※所管事項  

 

質疑に先立ち、執行部から第９号議案「山梨県の事務処理の特例に関する条例中改正の件」

について、当委員会の所管に関わる部分の説明が行われた。 

 

質疑 

（伐採後の森林の機能維持対策について） 

藤本委員  森林を伐採した後の森林の機能維持の対策についてお伺いします。本県では

今後もさらに県産木材の利用量が増加することが予測されているのですが、そ

れに伴い、伐採した跡地に造林する対応が大変重要であると考えています。 

初めに、現在、木材利用のために伐採した後に造林をせずに放置してある山

林というのは、公有林、私有林問わず、本県内にどの程度存在しているのか、

その実態についてお伺いいたします。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 森林法という法律がございまして、この法律

に従いまして、森林を伐採する場合には市町村に事前に届け出るという制度が

ございます。この届け出がなく伐採されて、その後、造林がまだ終わっていな

い森林とか、事前に届けがありましても、一定期間内に造林が終わっていない

という森林が平成２９年度末時点で２１カ所、約８.８ヘクタール存在してお

ります。 

 

藤本委員  ８町歩以上存在しているということですけれど、この現状というのは、本県

だけでなく全国的にあると思うんですけど、全国的に見たときに本県のその８
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町歩という面積で造林が済んでいないというのは結構多いほうですか、それと

も少ないほうなのでしょうか。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 新聞記事で報道があった数字でございますけ

れども、林野庁の資料から集計したところ、全国では３８６ヘクタールほど全

国的にあるということでございます。本県は、先ほど申しましたように８.８

ヘクタールほどでございますけれども、各県の森林面積に占める割合でこの面

積を見てみますと、本県の場合は多いほうから７番目の県ということになりま

す。全森林面積に占める割合としては、０.２５％ほどでございます。 

 

藤本委員  わかりました。全国的な中でも本県の位置というのがよくわかりましたが、

本県の中で８町歩存在しているということで、地域によって偏りというのはあ

るのでしょうか。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 地域につきましては、中北地域で２１カ所中

の１７カ所、峡南で４カ所となっております。県内で伐採面積は中北地区が最

も多いのですが、ここが約８割を占めているということになります。 

 

藤本委員  県としまして、このような状況が発生した経緯については、どのように認識

をされているのか。また、どのように捉えているのかお聞かせください。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 造林が行われなくなった背景といいますか理

由としましては、聞いているところによりますと、やはり森林所有者の方が伐

採を届け出るという制度について知らなかったがために届け出を行わなかった

ということが多いと聞いておりまして、そういう意味では、しっかり届け出を

してもらえるよう制度の周知等を一層図っていく必要があるかと思っています。 

 

藤本委員  周知を図っていくということですが、県としても、これまでも恐らくそうい

った周知等は、未然に抑制するために行ってきたとは思うんですけれど、そう

はいってもまだ、現状はそういう状態があるということで、県としてどのよう

な施策をこれまで展開してきたのか。その展開してきた施策を教えていただけ

ますか。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 県としましては、例えばホームページなどで

こういった制度の周知を図っております。また、水源地の条例に基づきまして

新しく森林所有者になられた方に対しては、こういった届け出の制度も含めて、

森林に関する規制や、こういったルールについて説明を個別にしてきたところ

でございます。 

 

藤本委員  そういったことを県も行ってきましたが、実際には今、こういう状況で８町

歩存在するということです。今後、伐採された後、造林などが行われずに森林

の再生が進まない山林の発生を防止するために、県として、これからどのよう

に特に取り組んでいくのかをお聞かせください。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） まず、伐採届け出の周知がまだ行き届いてい
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ないことがありますので、例えば、所有者から伐採を依頼された事業体や森林

組合から、森林所有者の方にきちんと伐採届を出しているかどうかというのを

確認してもらうよう協力をお願いするとか、あと、森林法に基づきまして、届

け出た後の造林の状況を所有者のほうから市町村に報告させるということが義

務づけられておりますので、そういった報告制度を活用しまして、市町村がし

っかり造林が行われているかどうか、確認をするようにということで、県とし

ても市町村に指導してまいります。また、技術的な点については市町村を支援

してまいりたいと考えてございます。 

 

藤本委員  最後に、これからも世代を超えて森林の恵みを受け続けることができますよ

うに、引き続き、持続すべき森林においては、着実な再造林の保持につながる

県の取り組みを願います。 

 

増田森林環境部技監（森林整備課長事務取扱） 県としましては、木材の循環利用を進めてい

く上で、伐採した後の再造林をしっかりやるということは大変重要なことだと、

私どもも思っておりますので、市町村の役割等もありますけれども、うまく県

と市町村で連携しながらしっかり対応してまいりたいと考えます。 

 

 

その他     ・３月９日に県土整備部関係の審査を行うこととされた。 
 

 

以  上  

 

土木森林環境委員長  宮本 秀憲  

 


